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足立区千住地区はM7以上の地震が発生した場合に，建物倒壊の危険性，火災・延焼の危険性が高く，

まちの総合危険度も高い地区である．一方，荒川が氾濫すると当地区では5m以上浸水する可能性が示さ

れている．そこで本研究では，当地区の居住者を対象にしたアンケート調査を実施し，仮想的な災害の状

況を提示し，その状況下における避難意識に関する選択実験を行った．そして避難行動に関する選択行動

モデルを推定して，想定される災害状況時の避難者数を推計する．さらに避難シミュレーションを行い，

避難時のリスク要因の抽出を行うこととした．  
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1. はじめに 

 
東北地方に甚大な被害をもたらした東北地方太平洋沖

地震から既に４年が経過した．この間，防災対策が見直

されると共に，災害による被害最小化を図る減災への取

り組みも以前に増して求められるようになった．また異

なる災害の被災リスクが同時に高まる複合災害への対応

も考慮されつつある． 
そこで本研究では，震災と水害という異なる災害の危

険度が高いと判定されている足立区千住地区を研究の対

象地域に設定した．千住地区は，建築密度が高く不燃化

率が低いため，防災上多くの課題が残された地区であり
1)，また東京都が5年ごとに実施している地域危険度測定

調査2)においても，総合危険度の高い地区に指定されて

いる．一方，国土交通省河川局は，荒川が氾濫した場合

には，千住地区では5m浸水する地点があることを示し

ている3)．  
なお千住地区では，地震発生後の火災からの避難場所

として地区の北部に位置する荒川沿いが指定されている

一方，洪水の発生の危険性がある場合には，南方の北

区・台東区・文京区の方向へ避難することが推奨されて

いる．このように災害の種類によって避難する方向が異

なっているため，複合災害の発生の危険性が高まった際

に，避難者が混乱することも懸念される．久田 4)は，首

都直下地震が発生した際，JR 北千住駅周辺は多数の避

難者と千葉・埼玉方面への帰宅困難者が混在し，さらに

川に挟まれているために複合災害，落橋時に地域が孤立

する危険性の高い地域であると指摘している．また大原

ら 5)は，千住地域においても，首都直下地震の発生時刻

によって，被災そして避難する当事者が住民のみならず，

従業者，通学者，地域を通過中の電車利用者や自動車利

用者など多様となることを示している．さらに高田ら 6)

は，当地区における居住者と授業者を対象としたアンケ

ート調査を行い，居住者と従業者の首都直下地震時の震

度や，荒川洪水時の浸水深に対するの認知状況等につい

て調査を行っている． 
上述の通り，千住地区は防災減災に向けて多くの課題

が残されている地区である．本研究では，多様な当事者

の中から住民の避難に着目し，災害からの避難に関する

選択行動モデルを推定を通じて，災害状況に応じた避難

者数の推計を行うと共に，群集流動シミュレータを用い

て避難の安全性等を評価して今後の防災計画への知見を

得ることを目的とした． 
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2. 避難行動の選択実験について 

  

図１は，避難行動に関する選択実験の調査フォーマッ

トの一例である．調査の詳細は高田らに記している6)． 
仮想的に設定した災害の発生状況については，火災の

延焼の有無，洪水発生の危険性の有無，道路混雑の有無，

ライフライン途絶の有無を組み合わせて設定した．なお

組み合わせを行う際には，実験計画法の直行配置を援用

するとともに，被験者が想定し難い状況については設定

しないようにした．各被験者には，異なる災害状況を５

種提示し，それぞれ状況下における避難行動について解

答して頂いた． 

 

3. 災害避難に関する選択行動モデルの推定 

 

(1) 選択行動の階層構造 

図２は，本研究で設定した避難の意思決定構造である． 
被災する危険性がある際，はじめに当事者は屋外に避難

するか否かを決定し，屋外に避難した場合には，垂直

（建物上層階）に避難するか水平に避難するかを決定す

る．なお水害の危険性がない場合には，当事者は垂直か

水平かの決定は行わない．最後に，水平避難を選択した

際には，どのような施設に避難するかを決定する． 
本研究では，避難施設選択に係わるアクセシビリティ

が垂直・水平の選択に影響を及ぼし，また垂直・水平の

選択に係わるアクセシビリティが戸外避難有無の選択に

影響を及ぼしていると考え，ネスティッドロジットモデ

ルを用いて下部の選択行動からモデルのパラメータ推定

を行った． 
 

(2) 避難施設選択行動モデルの推定 

a)選択肢の設定 

避難施設選択の選択肢は，一時集合場所，広域避難場

所，学校，その他の４種とした． 
これら４施設の選択可能性については，以下の方法で

設定した． 

回答者の居住地（町丁目の重心）と避難先として選択

した施設との距離を計測したところ，約80%の方が500m

以内にある施設を選択していた．そこで，この範囲にあ

る施設については選択可能とした．一方，回答者の居住

地（町丁目の重心）から500m以上離れていてとしても，

回答者が避難先として選択した施設については選択可能

とした． 
なおアンケート調査では，一時避難場所，広域避難場

所の認知レベルを調査した．この調査で「施設の場所を

正確に認知していない」と回答した場合には，選択でき

ない施設とした． 
 

b)説明変数について 

モデルの説明変数は表１に記した５変数と，避難施設

ごとの選択肢固有変数（ダミー変数）とした． 
なお 1つの丁目の中に選択可能な一時避難場所が複数

 
図１ 選択実験の調査フォーマット（例） 

屋外避難選択

垂直/水平避難選択

避難施設選択

被災の危険性

屋外避難

水平避難 垂直避難

学校広域避難
場所

一時避難
場所

屋外避難なし

その他
 

図２ 避難選択行動の階層構造 

表１  説明変数 

説明変数 計測方法 

避難施設までの距離(m) 最短経路距離 

避難施設の階数データ(階) 施設の階数 

建物倒壊危険量の減少量 

（棟/ha） 

居住地の建物倒壊危険量から避難先

の建物倒壊危険量を減じた危険量の

差分 

火災危険量の減少量（棟

/ha） 

居住地の火災危険量から避難先の火

災危険量を減じた危険量の差分 

浸水深の減少量(ｍ) 

荒川流域に3日間で548mmの降雨があ

り荒川が破堤した際に想定されている

居住地の浸水深から避難施設の浸水

深を引いた差分． 

 

表２ 避難施設選択行動モデルの推定結果 

推定値 ｔ値 推定値 ｔ値 推定値 ｔ値

避難避難場所までの距離（ｍ-0.0022 -5.17 -0.0030 -3.35 -0.0020 -4.19

避難所の階数（階） 0.0053 0.023 0.013 0.079

建物倒壊量の減少量(棟/ha) 0.23 6.28 0.14 2.39

火災危険量の減少量 -0.01 -0.31 0.024 0.95

浸水深さの減少量(m) 4.41 0.097 0.79 3.13

定数項（広域避難場所） 0.45 0.77 -3.04 -0.44 -0.61 -0.70

定数項（学校） 1.58 3.68 1.90 1.32 0.94 0.93

定数項（その他） 2.48 3.85 1.22 1.25 0.44 0.69

初期尤度

最終尤度

尤度比

修正済み尤度比

サンプル数

的中率（％）

112

83.9

複合災害時

-111.49

-59.94

0.46

0.39

説明変数

96

72.9

火災延焼時

-195.01

-97.98

0.50

0.47

179

75.8

水害危険時

-95.15

-28.79

0.70

0.63
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存在する場合には，距離，階数については，これらの平

均値を採用した． 

c)推定結果 

推定に際しては，居住地，年齢，性別等の個人属性が

未回答である回答者は，推定のための標本から除いた． 
パラメータの推定結果を表２に示す．左列から，火災

延焼時，水害危険時，複合災害時（地震後の火災延焼と，

水害発生の危険性が同時に生じている状況）の推定結果

となっている． 

 

(3) 垂直避難/水平避難選択行動モデルの推定 

a）垂直避難の定義 

アンケート調査では，垂直への避難を選択した際に，

何階へ避難するかを回答して頂いた．この回答結果と住

居の階数が一致していた場合には，住宅内での垂直避難

であると捉え，屋外避難を行わない行動として取り扱っ

た．つまり本論で定義した垂直避難とは，自宅から屋外

に出て，同じ建物内，または周辺の建物の上層階への避

難とした． 

b)説明変数 

垂直/水平避難の選択行動モデルで用いた説明変数は

表３に示す２変数と，垂直避難に関する定数項とした． 
c)推定結果 

垂直避難・水平避難の２項ロジットモデルを適用して

パラメータの推定を行った．推定結果を表４に示す．左

列から，水害危険時，複合災害時（地震後の火災延焼と，

水害発生の危険性が同時に生じている状況）の推定結果

となっている． 

 

(4) 屋外避難選択行動モデルの推定 

２項ロジットモデルを適用して，屋外避難の有無に関

する選択行動モデルのパラメータを推定した．用いた説

明変数は表５に示す10変数と屋外避難の定数項である．

なお２種のログサム効用を用いているのは，水害の危険

性有無によって異なる意思決定構造を採用したためであ

る．パラメータの推定結果を表６に示す．  

 

4. 避難者数の推計 

 

前章で推定した３つのモデルを用いて，想定する災害

の状況下における避難者数の推計を行う．この推計値を

避難シミュレーションの入力値として用いる．推計は町

丁目単位，年齢層（70歳以上/未満）別に行った．人口

は平成22年度国勢調査を用いた．住居の階数は町丁目ご

との平均値を代入している．  

地震と水害の認知については，平均値0.5を設定した． 

最も多くの避難者が推計された，地震発生後の火災延

焼時の避難者数の推計結果を表７に示す． 

 

5. 避難シミュレーションの実装 

 

前章までに述べた災害避難に関する選択行動モデルの

推定結果と避難者数の推計結果を適用した避難シミュレ

ーションを用いて，千住地区の住民が一時避難場所，広

域避難場所，学校等まで移動する避難時間や混雑の発生

表３ 垂直避難/水平避難選択行動モデルの説明変数 

説明変数 計測方法 

避難施設選択の 

ログサム効用 

避難施設選択モデルを用いて算出される，町

丁目別の避難施設の最大効用の期待値． 

高層ダミー 居住している建物の最高階が4階以上の場合

に1，未満の場合に0を設定． 

表４ 垂直避難/水平避難選択行動モデルの推定結果 

推定値 ｔ値 推定値 ｔ値

避難場所選択のログサム効用 0.05 0.47 0.15 0.75

高層ダミー 3.00 6.58 0.18 4.42

定数項（垂直避難） -1.94 -6.26 -2.89 -7.21

初期尤度

最終尤度

尤度比

修正済み尤度比

サンプル数

的中率（％）

0.27 0.14

142 156

83.1 84.0

水害危険時

-90.15 -68.65

-62.63 -55.95

0.31 0.19

説明変数
複合災害時

 
表５  避難選択(外室有無)行動モデルの説明変数 

説明変数 計測方法 
高齢者ダミー 70歳以上の場合のダミー 

居住地の最高階数（階） 居住している建物の最高階数 

震災の被害想定認知 

（ダミー） 

東京湾北部を震源とする種と直下地震が発生し

た際の，当地区の想定震度の認知状況（認知し

ている場合に１） 

水害被害の認知 

（ダミー） 

荒川で洪水が発じた際の居住地（町丁目）の想定

浸水深の認知状況（認知している場合に１） 

ログサム効用（地震時の避

難施設選択） 

避難場所の選択に関する最大効用の期待値 

ログサム効用(洪水危険時

の垂直/水平避難選択） 

垂直避難・水平避難に関する最大効用の期待値 

災害状況ダミー（延焼） SP調査の設定条件 

災害状況ダミー（洪水） SP調査の設定条件 

災害状況ダミー（道路混雑） SP調査の設定条件 

災害状況ダミー変数 

（ライフライン途絶） 

SP調査の設定条件 

表６ 避難選択行動モデルの推定結果 

説明変数 推定値 ｔ値

高齢者ダミー（65歳以上） -0.53 -3.42

居住地の最高階数（階） -0.16 -5.77

震災の被害想定認知（ダミー） 0.32 2.11

水害被害の認知（ダミー） -0.46 -2.24

ログサム効用（地震時の避難施設選択） 0.91 7.26

ログサム効用(洪水危険時の垂直/水平避難選択） 0.79 5.60

状況ダミー（延焼時） 4.03 5.91

状況ダミー（洪水危険時） -0.52 -1.44

状況ダミー（道路混雑時） -2.14 -5.42

状況ダミー（ライフライン途絶時） -1.93 -4.87

定数項（避難（外室）） 0.10 0.72

初期尤度

最終尤度

尤度比

修正済み尤度比

サンプル数

的中率（％） 65.5

-879.48

-780.15

0.113

0.100

1305
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する道路を確認する．表７に示される避難者数の推計結

果から，各地区の一時避難場所，広域避難場所，学校等

まで移動する避難者数を設定する． 

避難シミュレータとしては，現在産総研で開発を進め

ている群集流動シミュレータ CrowdWalk を用いる．

CrowdWalk では歩行可能領域をネットワークのリンクと

して表現する一次元空間モデルを採用しており，歩行者

間の相互作用を簡略化して扱っている．図１ に

CrowdWalkを用いて実装した千住地区を対象とする避難

シミュレーションのスクリーンショットを示す． 

避難者が移動する歩行可能領域として，昭文社製の歩

行者ネットワークデータを CrowdWalk 用の地図データ

に変換して利用する．このデータの特徴は，車両の道路

地図に比べて，歩行者のみが移動可能な歩道，歩道橋，

アーケードといったデータが含まれていることが挙げら

れる．そのため，千住地区(約3km四方)を住民が徒歩で

避難する状況を扱うシミュレーションに適している． 

現在，避難シミュレーションを用いた住民行動の評価

を行っているため，研究会において詳細を説明する． 

 

図１ CrowdWalkを用いて実装した千住地区を対象とし

た避難シミュレーションの例 

6. おわりに 

 

本稿では，千住地区の住民避難を取り上げて，災害か

らの避難に関する選択行動モデルを推定を通じて，災害

状況に応じた避難者数の推計を行った．また，群集流動

シミュレータを導入して避難の安全性等を評価して今後

の防災計画への知見の獲得を目指しており，その取り組

みを紹介した．  
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5) 大原美保・藤生慎・山下倫央・高田和幸：ターミナル駅周辺に

おける災害時の群集挙動シナリオに関する検討－JR北千住駅

周辺地区でのケーススタディー日本地震工学会年次大会，

pp.15-16，2013.11.  

6) 高田和幸・大原美保・藤生慎・山下倫央：複合災害からの避難

に関する意識分析―東京都足立区千住地区を対象として―，

第49回土木計画学研究発表会講演集，2014 

7) 高田和幸・金野貴紘・藤生慎：選好意識データを用いた災害時

の避難行動モデルの推定～足立区千住地区を対象にして～，

第50回土木計画学研究発表会講演集，2014. 

8) 山下倫央・岡田崇・野田五十樹：大規模群集流動の制御に向

けたシミュレーション環境の構築，合同エージェントワークショッ

プ＆シンポジウムJAWS2012 予稿集，2014 

表７ 避難者数の推計結果（延焼時） 
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